


　近年、民生委員児童委員（以下、「民生委員」）を取り巻く環境が大きく変化してきており、
とりわけ「委員のなり手不足」の問題は深刻化の様相を呈しています。平成13年の一斉改
選における欠員率は0.7％であったことに対し、令和元年では3.9％まで上昇しています。
この状況の背景には、企業の定年年齢の延長、過疎化・高齢化する地域での適任者の不足、
「民生委員活動は大変だ」というイメージが定着化しているなど、さまざま原因があると
されています。このことに加え、「委員の在職期間の短期化傾向」も原因であることが本
連盟の調査により明らかになりました。令和元年12月の一斉改選において退任した民生委
員のうち、32.7％が在職期間２期以下となっています。さらに、退任者の約半数が75歳未
満で退任をしており、在職期間が短ければ短いほど退任割合が高い傾向も示されています。
　本連盟としては、100年の歴史を刻む民生委員制度の存続のためにも、この現状を重く
受け止め、特に在職期間の短期化の問題に対する取り組みの検討に入りました。その結果、
研修を通じた人材育成およびモチベーションの向上を図るアプローチにより問題解決を図
る一つの方策を見出すことを大きなねらいとして、「民生委員児童委員の研修のあり方に
関する検討委員会」（以下、「委員会」）を設置し、研修を軸としたさまざま事項について
諮問しました。委員会委員の皆様には真摯で建設的な議論を重ねていただき、去る令和３
年１月にこれからの財産ともいえる答申をいただきました。本連盟はこの答申内容を参酌
しこれからの研修に関するさまざまな取り組みを進めていくことになります。
　委員会からの答申の中で「市町村民児協が実施する研修および体系の提案」を受けてい
ます。これは今年度実施した民児協等基本調査によって明らかになった現状に基づき、単
位民児協、市連合民児協、地区支部、道民児連、それぞれにおける機能、役割に即した研
修のあり方について提起いただいたものです。
　この提案を受け、本連盟では各市町村民児協等における計画的、意図的な民生委員研修
の促進を図ること目的として、委員会に編集のご協力いただき本書を作成する運びといた
しました。
　本書は、研修内容と日常的な活動を結び付ける具体的な考え方と手順をお示しするもの
です。また、本書で示した内容をベースとした分冊となる研修教材の発行も予定していま
す。各市町村民児協において、本書を活用いただきながら研修企画をすすめていただれけ
れば幸いです。
　おわりに、本書の編集にあたりご尽力いただいた、鳥居一頼委員長をはじめとする委員
会の委員の皆様に厚くお礼申しあげます。

　　令和３年３月

公益財団法人北海道民生委員児童委員連盟
会　長　　佐　川　　　徹

はじめに
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　令和２年に実施した民生委員児童委員協議会等基本調査では、民生委員児童委員協議会
（定例会）において民生委員児童委員信条を唱和している割合が５割を下回っていること
が分かりました。100年以上続く民生委員児童委員の実践が凝縮された５つの条文からな
る信条ですが、各条の意味や民生委員児童委員の活動実践との関連性などを強く捉えずに
いる委員も多いのではないでしょうか。
　本書では、研修企画を５つのステップで示しています。ステップ１の取り組みは、日々
の活動の中で把握した地域生活課題を抱える住民に対するくらしの豊かさを、「隣人愛を
もって」追及していくものです。ステップ２の取り組みは、研修テーマに関連する住民が
自らの地域にどのくらい存在し、あるいは潜在化しているのか、「地域社会の実情を把握
する」ものです。ステップ３による研修のゴール設定は、「生活上の相談に応じ自立の援助」
を行う実践力を身につけることや、自らの人生と研修での学びをむすびつけ、丁寧に住民
と向き合う「人格と識見の向上」につながるものです。さらにこれら研修の取り組みを民
生委員児童委員のみならず、テーマに関係する多様な関係者と共に実践することをステッ
プ２やステップ４で取り組むことは、「すべての人々と協力し、明朗で健全な地域社会づ
くり」につながるものであると考えます。
　このように、本書の構成は、民生委員児童委員信条の各条と密接に関係しており、研修
の企画・実施を通して民生委員児童委員信条を具現化させるものであるといっても過言で
はありません。本書が研修の推進とともに、民生委員児童委員の理念を次代へと受け継ぐ
ものとして活用いただけることを願っております。

　　令和３年３月

民生委員児童委員の研修のあり方に関する検討委員会
委員長　　鳥　居　一　頼

編集にあたって～本書と民生委員信条の関係～

2



はじめに　� 　１

編集にあたって～本書と民生委員信条の関係～　� 　２

民生委員児童委員 研修企画のてびきの概要　� 　５

　ステップ１　研修企画のはじまり　� 　８

　ステップ２　地域の実態把握と研修への参加要請　� 　11

　ステップ３　ゴールと研修形態の設定　� 　13

　ステップ４　企画の推進（準備から実施まで）　� 　14

　ステップ５　研修の評価（まとめ・ふりかえり）　� 　15

　研修企画チェックシート　� 　17

参考資料　�

　・民生委員児童委員の研修のあり方に関する検討委員会答申書　� 　21

　・第３次北海道民生委員児童委員活動指針【概要版】　� 　43

　・新北海道民生委員児童委員活動スタイル【第１版】　� 　47

目　　次

民生委員児童委員 研修企画のてびき

3





１．目　的

　令和２年度に実施した「市町村民生委員児童委員協議会等基本調査」（以下、「基本調査」）に
おいて、単位民児協や連合民児協の研修及び人材育成を含めた民児協の実態が明らかとなりまし
た。その結果にもとづき、本連盟が設置した「民生委員児童委員研修のあり方に関する検討委員
会」（以下「委員会」）において、市町村民児協が実施する研修および体系に関して議論を深めた
経過があります。結果、単位民児協、連合民児協、道民児連、ぞれぞれの実態や機能、役割の相
違に着目し、研修の実施主体ごとにその体系を整理する必要性が示唆されました。

　これら委員会での議論や積み残した課題は、今後設置を予定している「単位民児協のあり方検
討委員会（仮称）」へ継承し継続検討することとしています。本書は、“これからの民児協のあり
方”の模索を視野に入れ、それぞれの実施主体において、その実態や機能、役割に即した研修プ
ログラムの企画にあたっての参考書として提供することで、各市町村民児協等における計画的、
意図的な民生委員研修の促進を図ることをねらいとします。

２．基本調査から明らかになった研修に関する課題

　○　研修は高齢者をテーマにしたものが最も多く、人権（0.06）、健康（0.19）に関するテーマ
で研修は極めて少なく、テーマに偏りがある（カッコ内の数値は高齢者をテーマにした研修
実施回数を１とした場合の比率）。

　○　新任及び役員に対する研修機会は多く設定されているが、中堅・児童委員・主任児童委員を
対象にした研修は、新任や役員に対する研修機会と比べ７割程度と少なく、任期を重ねる委
員に対応した研修が組まれていない。

　○　事務局を対象とした研修を実施しているのは単位民児協及び市連合では37％、地区支部では
14％に留まっており、安定的な事務局運営に課題が発生する恐れがある。

　○　研修は座学を中心としたものが多く、特に町村では対話・体験型の研修の実施が少なく実践
経験を伝えあう機会が少ない。

　○　民生委員自らが講師役になる機会や、委員自ら学ぶ機会が極めて少ない。

　○　「活動指針」の具体的活動については、①多様な人々の人権の理解促進（33.2％）、②民児協
の中長期計画づくり（32.2％）、③災害の備える民児協の内部体制づくり（47.0％）、④北海
道警察との協定に基づく安全対策の取り組み（34.9％）の４項目の推進が課題となっている
（カッコ内の数値は単位民児協において「十分に取り組んでいる」、「わりと取り組んでいる」、
「少し取り組んでいる」の合計割合）。

民生委員児童委員 研修企画のてびきの概要
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３．実施主体別研修の重点（委員会答申書より）

実施主体 重点内容

単　位
民児協

　住民に最も身近な存在である単位民児協は、その区域で課題を抱える住民
の状態について共有するとともに、民生委員の７つのはたらきに照らし合わ
せた支援のあり方について検討する機会（ケース検討やディスカッション）
を重ね、住民個々に対する支援の方法についての実践力を高める内容を重視
する。
　これらの研修の場については、協議会（定例会）において通年をとおして
実施するものとし、高齢者分野への偏りがないよう考慮するとともに、民生
委員相互が自らの実践を語り合う場づくりを重視する。
　また、取り扱うテーマに応じた専門職や専門機関を招き、助言・指導をい
ただくとともに、民生委員に対する理解促進や連携強化につなげる。

市連合
民児協

　各単位民児協が共通して取り組むことが必要となる市域における地域生活
課題や時事問題を積極的に取り上げ、民生委員の地域実践につながる具体的
な協議と検討を行うことを重視する。
　また、行政や社協の職員など、身近な関係者から各種の行政計画、社協計
画等に定められた民生委員や民児協の役割を学ぶ機会を取り入れ、市域にお
ける民生委員の位置づけの明確化とともに民生委員および民児協の役割を理
解することを重視する。
　さらに、「活動指針」の推進状況を評価し、取り組むべき内容（項目）を明
らかにした上で、市域における民生委員活動を強化する。

地区支部

　地区支部を構成する単位民児協の多様な実践を取り上げるとともに、民生
委員が自らの体験や取り組みについて語る機会を設け、相互の実践を交換し
合うことによるグループダイナミクスを生み出すことを重視する。
　また、民生委員活動を熟知する講師等からそれら実践活動に対する肯定的
な評価の提供（評価的サポート）を受ける機会を設けるなど、活動の意味付
けや委員のモチベーションを支えることにより、実践活動を拡充させる。

道民児連

　民生委員としての理念や民児協の機能の継承・定着化と「活動指針」の推
進を重視し、①道内各委員（中堅・新任など対象を捉えた）研修、②民児協（正
副会長・事務局）に対する研修、③民児協を支援する機関（社協・包括・児相・
教育機関など）、及び地区支部を担う事務局に対する研修を継続的に設けると
ともに、これら研修の効果を高めることや、民生委員自らが主体的に学ぶた
めの教材開発を進める。
　さらに、単位民児協、市連合、地区支部の活動が円滑に行えるよう、研修
に有用なデータや講師リストの整備や研修企画の手引書などのツールを提供
するとともに、関係機関や道民に対する民生委員活動の理解促進や普及啓発
を強化する。
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４．てびきの使い方

　この手引きは研修の企画段階・実施段階・実施後までを５つのステップと16項目にわたるチェ
ック項目に分けて構成されています。

　次ページからのステップ１から順に企画をスタートさせるとともに、17ページのチェックリス
トを用いて研修の全体像を確認します。

ステップ１　研修企画のはじまり

ステップ２　地域の実態把握と研修への参加要請

ステップ３　ゴールと研修形態の設定

ステップ４　企画の推進（準備から実施まで）

ステップ５　研修の評価（まとめ・ふりかえり）

チェックリスト　ステップ１～５を構成する16項目の確認

【用語解説】
　○　ディスカッション：「ディスカッション」とは討論・議論という意味の言葉で、英語の

「discussion」の読みをカタカナ表記したもの。本書では、あるテーマについて、委員同士
が自由に意見を出し合うことを指す。

　○　グループダイナミクス：「グループダイナミックス」とは、人の行動や思考は、集団から影
響を受け、また、集団に対しても影響を与えるというような集団特性のことを指す。本書で
は、民生委員の研修を通じてお互いに影響し合い、個々の成長は元より、団体としても発展
（成長）するという意味合いとしている。
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研修企画のはじまり
ステップ１

１．研修のテーマ（ジャンル）を選ぶ前に

　日々の民生委員児童委員活動では地域住民が抱える地域生活課題に直接触れることが多いので
はないでしょうか。そうした日々の実践活動を共有し合う場である「民生委員児童委員協議会（定
例会）」には研修テーマにつながるヒントがたくさん潜んでいるはずです。

　住民を支援することで明らかとなった知識の不足や住民との関わり方、他の委員との意見の相
違や福祉関係機関との連携における課題などを耳にします。これら民生委員児童委員が日々の活
動の中で感じていることを研修のテーマにすることができます。

２．テーマの決め方

　一方で、民生委員協議会（定例会）で話題になっていることばかりに目を向けることは、日ご
ろから民生委員児童委員が支援の対象としている一部の住民の話題に偏りが生じているかもしれ
ません。独居高齢者や母子家庭などの訪問活動を中心に活動している単位民児協では高齢者や母
子に関する話題が主になります。委員のニーズに基づき主体的なテーマを設定するだけではなく、
取り扱うことが少ないテーマを意図的に設定するなどの工夫も必要です。

　次ページの「前年度の研修実績の状況整理表」を作成しながら、研修で取り組むテーマを選定
しましょう。

３．研修の位置づけの整理

　北海道民生委員児童委員連盟では、平成31年３月に「第３次北海道民生委員児童委員活動指針」
を作成しました。この中では、住民支え合いマップの取り組みを共通事項とし、４つの重点項目
と19の具体的活動を挙げています。
　単位民児協、市連合民児協、地区支部など、研修を実施する主体は異なっても、北海道内全て
の民生委員児童委員が同じ目標に向けた取り組みを行っていくためには、企画した研修が活動指
針のどの項目に該当するのか整合性を確認し、研修の位置づけを明確にする必要があります。
　「第３次北海道民生委員児童委員活動指針との整合表」により、研修のテーマが活動指針のど
の項目の推進につながるのかを確認しながら研修の企画を進めましょう。
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研修の内容 実績回数 内容例

①高齢者関連の研修 回 介護・認知症・8050問題

②障がい者関連の研修 回 障がいサービス

③子ども・妊産婦関連の研修 回 子育て支援・虐待

④生活困窮者関連の研修 回 生活福祉資金

⑤学校・教育関連の研修 回 いじめ・非行・不登校

⑥防犯関連の研修 回 消費者被害

⑦防災関連の研修 回 要援護者支援

⑧健康関連の研修 回 うつ・自殺

⑨民生委員活動の活性化・強化に関する研修 回 活動記録、証明事務

⑩人権に関する研修 回 アイヌ、ジェンダー

※2020年に実施した基本調査を提出している民児協は、実績を参照することができます。

前年度の研修実績の状況整理表

研修で取り組む事項
　　（研修の内容・ジャンル）

№　　　　　　　　　　　　
①～⑩までの番号を記載してください

研修の内容・ジャンルの偏り
　　（前年度実績に照らし合わせて）

ある　　　・　　　ない

※2020年に実施した基本調査を提出している民児協は、実績を参照することができます。

（参考）道内単位民児協の研修実施割合（基本調査より）
研修の内容 市 町村 全道

①高齢者関連の研修 62.0% 52.3% 58.8%
②障がい者関連の研修 34.2% 27.3% 31.9%
③子ども・妊産婦関連の研修 30.8% 22.0% 27.9%
④生活困窮者関連の研修 36.1% 25.8% 32.7%
⑤学校・教育関連の研修 39.8% 11.4% 30.4%
⑥防犯関連の研修 26.7% 15.9% 23.1%
⑦防災関連の研修 34.6% 24.2% 31.2%
⑧健康関連の研修 17.7% 12.1% 15.8%
⑨民生委員活動の活性化・強化に関する研修 57.9% 24.2% 46.7%
⑩人権に関する研修 6.0% 0.8% 4.3%
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重点項目 具体的活動

困
難
を
抱
え
る
す
べ
て
の
人
を

支
援
す
る
活
動

①子育てを応援する活動

②障がい者を支援する活動

③要介護高齢者を支援する活動

④ひきこもりや社会的孤立を見逃さない活動

⑤多様な人びとの人権の理解促進

地
域
の
つ
な
が
り
を
つ
く
り

高
め
る
活
動

⑥孤立を防ぎ地域の課題解決力を高める活動

⑦自治会・町内会との積極的な連携

⑧社会福祉協議会との一層の連携・協働

⑨社会福祉法人・社会福祉施設との積極的連携

⑩地域に根差すさまざまな組織・団体との連携

委
員
同
士
が
支
え
合
え
る

民
児
協
の
活
性
化

⑪民児協の活性化による民生委員児童委員への支援

⑫民児協の中長期計画づくり

⑬地域住民への積極的なＰＲ活動の展開

⑭共同募金への協力と民児協活動での活用

⑮民生委員児童委員候補者の発掘

⑯児童委員協議会の開催と主任児童委員活動の促進

福
祉
の
ま
ち
づ
く
り

を
意
識
し
た
防
犯
・

防
災
活
動

⑰�災害時要援護者台帳等の作成を通じた要援護者の把握と関係者の協力による支援
体制づくり

⑱災害時要援護者の自助努力の支援や地域住民の互助の取組促進

⑲発災に備える民児協の内部体制づくり

共通事項 ⑳住民支え合いマップの取り組み

第３次北海道民生委員児童委員活動指針との整合表

研修で取り組む事項との結びつき
　　（研修と第３次活動指針との整合）

№　　　　　　　　　　　　
①～⑳までの番号を記載してください
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地域の実態把握と研修への参加要請
ステップ２

１．研修テーマに基づく情報収集

　研修のテーマが決まったら、テーマに基づく活動エリアの実態把握を行いましょう。

　例えば、前のページの「第３次北海道民生委員児童委員活動指針との整合表」において①～⑤
を選択した場合には、それぞれ対象となる住民が地域にどのくらい居住しているのか、その割合
はどのくらいか、民生委員児童委員が関わっている実態はあるのか、それはどの様な関わりかな
どを明らかにしましょう。
　また、⑰～⑲を選択した場合には、「災害に備える民生委員児童委員ハンドブック【北海道版】
（下図左）」を参照し、⑳の場合は、「住民支え合いマップ作り入門（下図右）」など、北海道民
生委員児童委員連盟や全国民生委員児童委員連合会などが発行するテキストの内容を参照するな
どして、テーマにつながる情報を収集しましょう。

　過去に同様のテーマで研修を実施した時にはどのような内容で実施したのか、その際の参加者
の反応やふりかえり時の意見なども確認しましょう。

２．研修への参加要請

　情報収集を行うことは、研修テーマにつながる関係機関を把握することにもつながります。テ
ーマに対する直接的な支援をしている機関は研修の講師役として依頼することが可能かもしれま
せんし、複数の支援機関が関わる場合は研修への参加を呼びかけ、一緒に学び合う場を提供する
ことができるのではないでしょうか。

　例えば、前のページの「第３次北海道民生委員児童委員活動指針との整合表」において⑰「災
害時要援護者台帳等の作成を通じた要援護者の把握と関係者の協力による支援体制づくり」を選
択した場合には、民生委員児童委員のみならず、行政の防災担当や福祉担当者、包括支援センタ
ーや福祉サービスを提供する各種事業所、障がい当事者組織などが合同で学び合う機会とするこ
とで、研修後のネットワークづくりや役割分担につながる効果が期待でき、活動の更なる推進が
図れるかもしれません。
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情報収集シート

活動地域における現状
　例）対象となる世帯数、委員の取組実態、関係機関との関係性、委員の理解度など

過去に行った同様のテーマの研修内容
　例）研修実施年月日、研修講師、参加者、委員の反応、ふりかえりの内容など

委員以外の受講対象者（一緒に研修に参加することで効果がありそうな対象）
　例）社協、地域包括支援センター、行政、学校関係者
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ゴールと研修形態の設定
ステップ３

１．研修受講後のゴール設定

　研修を企画する際に最も重要だと考えられるのは、受講後のゴール設定です。研修参加者が受
講後にどの様な行動変容やスキル（技術）を身につけて欲しいのかをあらかじめ想定しておくの
です。
　この手引きでは、研修後の効果や期待について、民生委員活動に直接つながる「実践」をゴー
ルとしたものと、活動の基礎となる「理解」をゴールにしたものの２者に分けて考えます。民生
委員信条で捉えるならば、前者は「生活上の相談に応じ自立の援助に努める」ことを目指したも
のであり、後者は「人格と識見の向上に努める」ことにつながるものです。

研修後の効果や期待 実践してほしい 理解してほしい

 

２．研修形態（方法）の設定

　ゴール設定が明確になればそのゴールに近づくための研修形態（方法）を考えます。
この手引きでは、①参加者相互に学び合う「対話・体験型」、②講師による一方的な知識供与に
よる「座学・講義型」、③道民児連や全民児連でも作成しているテキストや教材を利用した「視
覚教材・自主学習」の３つに分類しています。

　他者とのディスカッションや対話を中心とした事例検討や演習形式による「対話・体験型」の
研修は、実践と理解、いずれにもつながりやすいものと考えますが、座学や視覚教材だけでは実
践につながりにくいかもしれません。一方で、実践をゴールにした場合には、視覚教材や自主学
習だけで実践につながりにくいかもしれません。

　研修後のゴールにあわせた研修形態（方法）を検討することは、研修の効果を高めることにも
つながります。もちろん、複数の研修形態を組み合わせることでそれぞれの効果を補完すること
や相乗効果を与えることもありますので、研修開催時間などにあわせて組み立てましょう。

研修後の効果や期待

研修形態 対話・体験型 座学・講義型 視覚教材・自主学習

実践してほしい 理解してほしい
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企画の推進（準備から実施まで）
ステップ４

１．研修予算の管理

　単位民児協（市連合、地区支部含む）には必ず研修費が予算化されているはずです。年間の計
画（予算）の中で研修に用いることができる予算には限りがありますが、その予算を活用し、無
駄なく研修を行うことが大切です。

　研修の開催には、謝金、旅費など講師にかかる経費のみならず、資料の印刷費や研修に必要な
消耗物品の購入費、場合によっては会場費なども必要になるでしょう。

　会計を担当する委員や事務局と共に、年間の研修費を確認しながら、企画している研修に用い
ることができる予算をあらかじめ算出しておきましょう。

２．研修講師・会場の調整

　講師の選定にあたっては、ステップ１から３、そして研修予算を説明し、理解をいただいたう
えで協力をもらうことが大切です。

　講師の選定に困難を抱える場合には、北海道民生委員児童委員連盟にお気軽にご相談ください。
過去の様々な研修で協力いただいた講師を紹介したり、コーディネート（つなぎ）役として協力
することができます。

　もちろん身近に存在する福祉機関や教育関係機関の職員、地域活動を行う実践者やNPOなど
も講師として協力をいただける場合も多いでしょう。身近な方を講師に招聘する場合においても
必要な経費（謝金、交通費、その他）の準備が必要になる場合が多いです。

　研修の実施には会場の確保が不可欠です。ステップ３で検討した研修形態によっては、広さや
設備などを踏まえた場所の選定が必要になります。

３．開催周知・参加取りまとめ

　ステップ１から３並びに前述した講師と会場などを開催要綱などにまとめます。
　開催要綱で重要なのは、研修を開催する目的・理由です。ステップ１とステップ２の内容を踏
まえて端的にまとめましょう。

　開催要綱が完成したら、速やかに周知を行い、研修開始の数日前までに参加者の取りまとめを
行います。参加者の人数によって演習の進行方法や会場の配置など、講師と様々な調整と検討が
行われます。

　もちろん研修当日の参加者についてもしっかりと把握し、記録しておきましょう。
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研修の評価（まとめ・ふりかえり）
ステップ５

１．アンケートによる効果測定

　研修終了時にはアンケートを用いて研修の効果を測りましょう。

　以下にアンケートの設問について例示します。設問は研修の内容などに応じて適宜変更しまし
ょう。
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２．民生委員児童委員協議会（定例会）の活用

　アンケート以外でも研修後に開催される直近の定例会の議題に「研修のふりかえり」を設定す
ることで、効果を図ることができます。

　この際には、全体に意見や感想を求めるのではなく、２～３人同士で研修をふりかえるディス
カッションなどを行い、その内容を報告してもらうなど、互いに研修をふりかえる時間を設ける
と学びの相乗効果が期待できます。

３．次の研修に向けての準備（記録）

　ステップ１から５までの研修企画の全体で利用・整理した資料や研修当日の資料、ふりかえり
の記録については、ファイルにつづるなどして整理しておきましょう。

　これらの内容は次の研修企画（特にステップ１や２）の重要な参考資料となるでしょう。
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研修企画チェックシート

ステップ チェック項目 チェック欄

ステップ１　研修企画のはじまり

①前年度の研修実績の状況による整理

②研修の内容・ジャンルの偏りの確認

③第３次北海道民生委員児童委員活動指針との整合

ステップ２　地域の実態把握と研修への参加要請

④活動地域における現状把握

⑤過去に行った同様のテーマの研修内容の確認

⑥委員以外の受講対象者の選定

ステップ３　ゴールと研修形態の設定

⑦研修受講後のゴール設定

⑧研修形態（方法）の設定

ステップ４　企画の推進（準備から実施まで）

⑨研修予算の確認

⑩研修講師・会場の選定

⑪開催要綱の作成・周知

⑫参加者の取りまとめ（講師への連絡）

⑬研修当日の参加者の確認・記録

ステップ５　研修の評価（まとめ・ふりかえり）

⑭アンケートの作成

⑮直近の定例会における議題の設定

⑯次の研修に向けた記録の整理

※�研修の企画段階では①～⑧、研修の実施段階では⑨～⑭、研修実施後は⑮⑯の内容を確認
しましょう。
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